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公益財団法人
　　日本デザインナンバー財団 理事長 殿



助成対象事業者　所　在　地
名　　　称
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　印


消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　平成　　年　　月　　日付け日デ財第　　　号をもって助成金の額の確定通知のありました東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会交通利便性向上事業助成金助成対象事業について、消費税の申告等により当該助成金に係る消費税等仕入控除税額が確定したので、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会交通利便性向上事業助成実施要領第１１条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．助成金の額（実施要領第１０条第１項による額の確定額）
金　　　　　　　　　　　　　円

２．助成金の額のうち消費税及び地方消費税相当額
   　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　金　　　　               　 円

３．２．のうち仕入控除税額の対象にならなかった額
金　　　　　　　　　　　　　円

４　助成金返還相当額（２．の額から３．の額を差し引いたもの）
金                 　　　　 円


（注１）本報告に関する資料（確定申告書等）等を添付すること。
（注２）助成金返還相当額が生じた場合には、実施要領第１１条第２項の規定に基づき、その金額の返還を命ずる。
